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政府規制等と競争政策に関する研究会議事概要 

 

平成２１年１０月１９日 

公 正 取 引 委 員 会 

 

１ 日時  平成２１年１０月９日（金） １６：３０～１８：３０ 

２ 場所  公正取引委員会１１階大会議室 

３ 議題  通信・放送の融合の進展下における放送分野の競争政策の在り方（第１回） 

４ 出席者 井手座長代理，川島会員，岸井会員，下村会員，松村会員，山内会員 

（オブザーバー）菅谷教授，武田准教授 

５ 議事概要 

前記議題について，事務局から説明が行われた後，討議が行われた。その概要は以下のと

おり。 

（○は会員，◇はオブザーバーの発言，→は会員の発言に対する事務局回答） 

 

（１）競争政策の観点からの議論について 

○ 通信・放送の融合の進展下における総合的な法体系の検討については，総務省の情報通

信審議会から既に答申が出されており，一定の検討が進んでいると考えられる。本研究会

において，あえて放送分野の競争政策を議論することの趣旨について，どのように考えて

いるか。 

→ 本研究会では，過去にも放送分野の競争政策に係る議論を行ってきた。昨今の技術革新

等により，当該分野の情勢に大きな変化が生じており，新たな競争政策上の課題が生じて

きていると考えられる。よって，通信・放送の融合の進展下における総合的な法体系の検

討が進む中，本研究会においても，競争政策上の観点から検討を行っていく必要があると

考えている。 

 

○ 番組編集業務と設備運用業務の垂直分離について競争政策上の必要性を主張するに際

し，当該垂直分離の問題点も併せて指摘すると，その必要性を減じることにならないか。 

 

○ 番組編集業務と設備運用業務の垂直分離については，前提条件である垂直分離を行うこ

とがなぜ望ましいのかといった議論を先に行うべきであり，垂直分離を行うことによって 

問い合わせ先 公正取引委員会事務総局経済取引局調整課 

電話 ０３－３５８１－５４８３（直通） 
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発生する問題点については，その後に検討すべきではないか。 

 

○ 今回の論点は，①番組編集業務と設備運用業務の垂直分離に関するものと，②競合する

サービスについては用いられる技術が異なっていても，規制は同等にすべきという技術中

立性に関するものとの２つに整理できるのではないか。特に①においては，レイヤー規制

に関して，どのように市場を画定し取り上げていくのか，あらかじめ整理しておく必要が

あると考えている。 

 

○ 放送事業者のみならず，伝送設備事業者の市場支配力にも着目して議論を行うべきでは

ないか。 

 

（２）通信・放送の融合に対応した制度の考え方について 

ア 放送役務提供の規制に係る論点について 

○ 事業法による事前規制という方法だけではなく，競争法による事後規制で対処すると

いう考え方もあるため，まずは事前規制を導入する必要があるか否かの議論を行うべき

である。 

 

◇ 論点に掲げられたケースとは逆に，より良いコンテンツを持つ番組編集事業者が設備

運用事業者に対し，差別的取扱い等をする場合もあるのではないか。他方，キラーコン

テンツを持つ番組編集事業者を設備運用事業者が囲い込むことによって，番組編集事業

者による伝送路の自由な選択を制限するといった懸念もあるのではないか。 

 

○ キラーコンテンツの囲い込みに係る問題は，番組編集事業者と設備運用事業者の間で

はなく，コンテンツ供給事業者と番組編集事業者の間に生じる問題ではないか。 

 

イ 参入・事業展開等の規制・制度の論点について 

○ 放送局の数を維持し，言論の多様性を確保するというマスメディア集中排除原則の考

えは，独占禁止法上の市場集中規制と同じ方向性であるといえるのではないか。 

 

◇ マスメディア集中排除原則は，言論の多様性の維持を主な目的としている。現在，我

が国では，ＮＨＫも含めれば，地上波には６つの系列ネットワークが存在しており，言

論の多様性が確保されているといえるのではないか。 

 

◇ 米国のマスメディア集中排除原則では，系列ネットワークの１つが，全国の視聴者数
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の４割程度をカバーすることになる複数放送局の支配を制限している。我が国の場合，

関東広域圏の各放送局は，３５パーセントに迫る視聴者数をカバーしている。認定放送

持株会社制度が，子会社化可能な放送局の制限の基準となる放送地域数の多寡により差

を設けているのは，３大都市圏のみで多くの視聴者数をカバーしてしまうという事情の

ためであろう。 

 

○ 現在，地上波放送市場に積極的に参入しようとする事業者はいないため，当該市場に

おける事業者の市場退出が一段落し，安定した事業者数となっているといえるのではな

いか。 

 

◇ 現在，設備運用事業者間で設備競争を行っているのは，通信事業者とＣＡＴＶ事業者

であり，両者は，トリプルプレイサービス（注１）分野について競合関係にある。 

（注１）インターネット接続，ＩＰ電話及び映像配信を一体で提供すること。 

 

◇ 現在，ＭＳＯ（統合運営会社）によるＣＡＴＶの集約化が進んでいるが，ＣＡＴＶは，

ＩＰＴＶや衛星放送等と競合関係にあるため，集約化が即座に寡占といった競争政策上

の問題を生じさせることはないのではないか。 

 

◇ 外資規制をはじめとした放送メディア間の非対称規制を解消する必要性の有無につ

いては，放送メディア間におけるサービスの代替性があるか否かで判断できるであろう。

また，異なる設備運用事業者間で代替性がないのであれば，水平統合を行ったとしても，

市場が異なるため，競争政策上の問題にはならないのではないか。 

 

ウ コンテンツの流通促進等に係る論点について 

◇ 広告収入が伸び悩む中，インフォマーシャル（注２）市場が伸びている。インフォマー

シャルは，放送法上のコンテンツ規律の１つである調和原則において，いかなる種類の

番組に分類されるかが不明確なため，総合編成の放送事業者側が自主規制している状況

である。多チャンネル化の進展に伴い，調和原則が適用されない番組編集事業者も増加

したことから，当該原則の適用範囲等についても競争政策の観点からの議論が可能かも

しれない。 

（注２）いわゆるショッピング番組のこと。 

 

○ 現在，過去に放送されたコンテンツを再利用しようとしても，著作権法上の規制等に

より，マルチユースが阻害されるという問題がある。コンテンツの自由な流通を促進す
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るという観点も，今回の議論では重要なのではないか。 

 

６ 今後の予定について 

次回会合については，後日，日程調整を行うこととされた。 

 

（文責 公正取引委員会事務総局 速報版につき事後修正の可能性あり） 
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政府規制等と競争政策に関する研究会 

 

[座長代理以外五十音順，敬称略] 

 

 

座 長 代 理   井 手 秀 樹    慶應義塾大学商学部教授 

会 員       川 島 富士雄    名古屋大学大学院国際開発研究科准教授 

岸 井 大太郎    法政大学法学部教授 

下 村 研 一    神戸大学経済経営研究所教授 

松 村 敏 弘    東京大学社会科学研究所教授 

山 内 弘 隆    一橋大学大学院商学研究科教授 

吉 野 源太郎    日本経済研究センター客員研究員 

オブザーバー    菅 谷  実     慶應義塾大学メディア・コミュニケーション研究所教授 

          武 田 邦 宣    大阪大学大学院高等司法研究科准教授 

                          

（役職は平成２１年１０月９日現在） 

 


